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１．はじめに
　私は、2008年６月に本学の環境情報学部環境マネジメ
ント学科の創設とともに本学に赴任してまいりました。
その後、本学で第２の定年を迎えましたが、幸いに特任
教授として、昨年３月には環境マネジメント学科の１期
生の卒業に立ち会うことができました。さらに、公立大
学という新たな設置形態のもとでの本学の新しい展開
に、多少なりとも関係させていただいたことは私にとっ
て大きな喜びです。
　思い起こしますと、私が大学院を卒業し京都大学の助
手になりましたのは今から45年ほど前の、大学紛争の
真っただ中でした。その後、岡山大学へ転任になり1986
年に新たに農学部改革で増員された新設ポストで教授に
昇任、教養部改革で新たに設置された環境理工学部へ転
任、さらに、母校の京都大学大学院農学研究科教授とな
りましたときは、大学院大学として農学研究科がスター
トして間もない時でした。常に、改革の混乱期を縫うよ
うに移動し、生みの苦しみと喜びの中で研究をさせてい
ただいたような気がします。なお、1997年に京大農学研
究科に転任してまいりました当時の研究科長が本学の古
澤学長でありました。古澤先生自身もその後京大の副学
長になられましたが、改革の混乱期に副学長を辞任され、
一時私立大学で教鞭をとられた後、再び本学の学長に迎
えられ、敏腕を振るわれました。先生は、公設民営化時
代の本学に環境マネジメント学科を創設され、公立大学
への設置形態の変更、環境学部と経営学部の新設へと漕
ぎ着かれたのは、皆様もご存じのとおりです。

２．�高度成長と大学改革と私、鳥取環境大学の誕生とそ
の改編

　そもそも私が大学へ入学した1962年は、わが国の社会

が高度成長の路線を本格的に進み始めた時期でした。エ
ネルギー革命による工業の大発展と都市の急膨張、農業
の近代化と農村の変貌というふうにわが国のあらゆる局
面で、豊かさ、利便性、快適性が実現されていった時期
でした。1990年ころからグローバル化と環境の時代を迎
え、大学改革が一層進みました。そして、バブル経済の
崩壊とともに新たな21世紀型社会への軟着陸が模索され
始めた2001年に、鳥取環境大学が誕生しました。鳥取環
境大学の創設は全国的にも注目を集め、私も注目してい
た一人でした。“設立と同時に、社会からの期待を一身
に受けるとともに、理想的な大学像を追い求めなければ
ならないという宿命を背負ってきたのが本学である” と
いえると思います。
　私は20世紀末のほんの一瞬の高度成長期にたまたま偶
然に遭遇し、社会の大きな変貌とその変貌の象徴であっ
た大学改革の中でもみくちゃになりながら、グローバル
化と、経済成長から環境保全への社会の転換を経験した
ことは、今にして思うと何物にも代えがたいものでした。
鳥取環境大学への再就職は私にとってそれほど大きな転
換ではなく、これまでの流れの一環の出来事として受け
取ることができました。すでに京大教授時代に乾燥地研
究センターの客員教授として２年間鳥取大学を併任し、
また、京大の退職後に、滋賀県立大学で客員教授として
お世話になり、鳥取の地と公立大学の環境にはそれほど
大きな違和感を感じませんでした。

３．灌漑排水学とイスラエル留学
　私自身の研究分野は灌漑排水学という極めて特殊な分
野です。たまたま灌漑の先進国であるイスラエルの大学
へ、1970-1980年に文部省在外研究員として派遣されま
した。この国は1948年に独立しましたが、水利施設の建
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い、農業や農業水利の多面的機能の評価に新たな視点を
組み入れたものです。
　この方法は、流域が有する自然貯留容量や、人工貯留
容量の必要性や規模の評価に活用されることが期待され
ます。この理論は洪水解析法の一つである合理式の一般
化でもあり、洪水到達時間に新たな理解をもたらしまし
た。その後、この理論を低水問題だけではなく洪水問題
への議論の展開を図り、水田や農村地域が持つ洪水緩和
機能などの多面的機能の評価に有効であることを示しま
した。これらの研究が評価されて1999年に農業土木学会
学術賞が授与されました。
　第三に、地域基盤としての灌漑排水の評価があげられ
ます。これは、農業農村における水の利用と管理に対し
て、「社会的共通資本」の概念を用いて、その意義と整
備の基本的な方向を技術学や社会工学の視点から研究し
た成果です。
　持続的な利用を目指す総合的な管理の段階に入った水
資源への対応においては、様々な部門を対象に、制度や
価値観、さらに規範に至るまでの総合的な検討が必要と
なります。このような状況において、利水システムは「社
会的共通資本」として社会全体で管理する必要があり、
とくに農業農村における農家組織による灌漑排水では、
水管理が経済合理性や技術合理性だけでなく社会原理に
従う必要があるという「水利コモンズ論」を提唱し、灌
漑排水管理改革論を展開しました。この理論は、全国の
灌漑排水管理の具体的な問題への対応の形で実践され、
国や府県の政策や事業制度の理論的な基盤に反映されま
した。とくに、地域における灌漑排水を中心とする施設
の維持や管理に対する問題に対応すべく制度化され各地
で実践された「農地・水・環境保全対策」の理念と制度
設計に活用され、我国の農業農村の活性化に寄与しまし
た。これは新しい国土形成計画で提唱された「新たな公」
と共通する考え方です。
　以上の研究成果をまとめた著書・論文が評価されて、
既述のように農業土木学会研究奨励賞・同学術賞が授与
されました。研究成果は主に日本語で発表しましたが、
東アジア諸国を中心に国際的にも評価され、2008年に
は、国際水田・水資源工学会（PAWEES）から国際貢
献賞を受けました。
　研究成果は社会で活用されてこそ初めて意味を持つと
の信念のもとで、これらの研究成果が社会に広く利用さ
れるように様々な活動を続けました。とくに、国や地方
自治体の灌漑排水に関わる技術制度や施策・事業制度の
理論的な基盤構築に努め、現場の問題の技術的解決と制
度的展開との相互連携に新たな展開をもたらしました。

その結果、以上の研究成果は様々な場面や形で実際に適
用され、社会的にも具体的な貢献ができたと考えていま
す。
　以上のように、研究業績は、学術の展開にも、地域社
会に対しても、様々な貢献をしたと考えています。とく
に、1970年代の経済成長期から環境保全が強く要請され
る現在まで、農業農村における水の利用管理に関わる時
代的な課題に取り組み、新たな視点・手法を開発して学
術的基盤を構築するとともに、現場の問題に適用しうる
技術の基礎を整えてきました。一連の研究成果は、灌漑
排水に対して、水の動態や循環の側面を水理・水文学の
手法で、その管理や整備を計画学・社会工学の手法など
を適用して、幅広い視点から評価した先駆的な研究が出
来たと考えています。
　なお、1960年以降の高度成長期に、主として土地改良
事業を通して、農業水利には今日までに20兆円を超える
ストックが形成され、同時に、その計画や建設の過程、
維持管理を通して、莫大な社会関係資本が形成されてい
ます。そして、これらの資本は、今日、生態系サービス
をはじめとする様々な社会的サービスを供給する原資と
なっています。農業や農村が大きく変わろうとしている
現在、これらの資本を保全しながら有効利用し、さらに
それを活用して新たな価値を引き出すことが求められて
います。今後、以上の研究成果がさらに活用されること
を願う次第です。

６．本学における研究展開
　本学へまいりましてからも、それまでの活動の一部を
続けることになりました。とくに、日本型直接支払とし
て農林水産省農村振興局が取り組んできた農地・水・環
境保全向上対策事業の全国第三者委員会の委員長とし
て、また、滋賀県や兵庫県の推進会議の委員長として、
その制度の普及や評価に関わってきました。とくにこの
制度はEUの共通農業政策の環境直接支払制度の研究に
端を発したもので、その制度設計の段階からいろんな形
で関与させていただくことができました。この間に、こ
の制度は全国に大きく普及し、改良が加えられて様々な
新しい展開が見られました。鳥取県へまいりましてから
は、EUの別の共通農業政策である条件不利地直接支払
制度に似た中山間地支払制度にも関与することとなり、
新たな農業政策である直接支払制度による地域活性化に
取り組むことになりました。さらに、耕作放棄地対策や
都市と農村交流対策など、現代の農業農村政策の検討や
普及に関係してまいりました。
　このような全国的な農業農村政策とは別に、本大学に
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